
1/4 

御浜町太陽光発電設備の設置に関する指導要綱 

 

（目的） 

第１条 この指導要綱は、町内における太陽光発電設備の設置に関し、御浜町、事業者、住民

その他地域の関係者（以下「隣接住民等」という。）の相互の連携の下、事業者の責務を明

らかにするとともに、必要な事項を定めることにより太陽光発電設備の適切な設置等の促進

を図り、もって現在及び将来の豊かな自然環境及び生活環境の保全に努め、持続可能な地域

社会の形成に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この指導要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

(１) 発電設備 電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法（平

成23年法律第108号。以下「ＦＩＴ法」という。）第２条第３項に規定する再生可能エネ

ルギー発電設備のうち、同条第４項第１号に規定する太陽光を再生可能エネルギー源とす

るものをいう。 

(２) 設置 発電設備を土地に定着する行為（関連する木竹の伐採、盛土、切土等の土地の

造成等の準備行為を含む。）をいう。 

(３) 発電事業 発電設備を設置し、運転する事業をいう。 

(４) 事業者 発電設備を用いて発電事業をするためにＦＩＴ法第９条第１項の規定による

認定の申請（以下「事業計画の認定申請」という。）をしようとする者若しくは当該申請

をした者又は同条第３項の規定により経済産業大臣が認定をした者（電気事業者による再

生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法等の一部を改正する法律（平成28年法律

第59号）附則第４条から第６条までの規定により認定を受けたとみなされる場合を含む。

以下「事業計画の認定済み」という。）をいう。 

(５) 事業地 発電設備の設置を行う一団の土地（継続的又は一体的に利用する土地を含

む。）をいう。 

(６) 近隣住民 事業地に隣接する土地（水路又は道路を挟む隣接地を含む。）を所有する

者、当該土地上に家屋を所有し、若しくは居住する者（法人を含む。） 

(７) 自治会等 事業地が所在する区又は自治会、及びその事業地と同様の利害関係を有す

ると町長が認めた自治会をいう。 

(８) 自治会等住民 自治会等内に土地を所有する者又は当該土地上に家屋を所有し、若し

くは居住する者（法人を含む。）をいう。 

(９) 地域住民 近隣住民、自治会等住民及び発電設備によりその生活環境に影響を受ける

者をいう。 

（適用範囲） 

第３条 この要綱は、太陽電池モジュールの合計出力（以下「合計出力」という。）が10キロ

ワット以上50キロワット未満の発電事業（建築物へ設置するものを除く。）に適用するもの

とし、合計出力が10キロワット未満の場合にあっては、第４条及び第５条の規定を適用する

ものとする。 

２ 前項の規定による合計出力の適用については、同時期又は近接した時期に、実質的に同一

と認められる事業者により、発電設備が一体的に設置されるものと町長が認める場合又は既

に発電設備の設置に係る工事が完了している土地の近接地において実質的に同一と認められ

る事業者により、新たな発電設備が一体的に設置されているものと町長が認める場合は、関

係する発電設備の合計出力を合算するものとする。 
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３ 国又は地方公共団体が行う発電事業については、この要綱の規定は適用しないものとする。 

（事業者の責務） 

第４条 事業者は、発電事業を実施するに当たり景観及び自然環境の保全に十分に配慮し、こ

の要綱の規定に基づく発電設備の適切な設置等を実施することにより、町民の生活環境に十

分配慮し、地域住民や隣接住民等と良好な関係を損なわないよう地域と調和するように努め

るものとともに、町長の実施する措置に協力しなければならない。 

（法令等の遵守義務） 

第５条 事業者は、発電設備の設置に係る法令及び事業計画策定ガイドライン（太陽光発電）

（平成29年３月資源エネルギー庁策定）並びに三重県太陽光発電施設の適正導入に係るガイ

ドライン（平成29年６月30日三重県策定）、その他三重県及び本町の条例、規則、要綱等を

遵守しなければならない。 

（計画の周知） 

第６条 発電事業の計画を策定しようとする事業者（以下この条、次条及び第８条において

「計画事業者」という。）は、第９条第１項に規定する事前協議を行う前に、地域住民にそ

の計画の周知徹底を図るため、次条による説明会開催の30日前までに、標識を計画事業地の

見やすい場所に設置し、標識設置届（様式第１号）により町長に届け出なければならない。 

２ 計画事業者は、前項の規定により標識を設置したときは、発電設備の施工に着手するまで、

これを掲出しなければならない。 

（地域住民への説明会の開催） 

第７条 計画事業者は、第９条第１項に規定する事前協議を行う前に、計画している発電事業

の概要、防災、土地利用上の影響、生活環境及び環境保全並びに景観保全（以下「防災、環

境保全及び景観保全等」という。）の対策、予定する工事の日時、騒音及び振動の抑制方法、

周辺地域の道路、土地の使用方法、資材・廃棄物等の適切な処理方法、地域住民の安全確保

策等（以下「工事内容」という。）その他当該事業に関連する事項を地域住民に説明するた

めの説明会を開催しなければならない。説明会は原則、日時を指定し地域住民が一同に会す

るものとするが、一同に会することが困難な場合は、個別に説明することも認めるものとす

る。 

２ 計画事業者は、説明会において、出席した者の意見を十分に聞き、その質問に誠実に回答

しなければならない。 

３ 計画事業者は説明会を開催したときは、当該説明会の内容を記した報告書を作成し、町に

提出しなければならない。 

（協定） 

第８条 計画事業者が発電事業の計画を遂行しようとするときは、第９条第１項に規定する事

前協議を行う前に、説明会その他の機会において地域住民の意見を聞き、当該事業に対する

要望、苦情、懸念等があった場合には、誠意を持って対応し、理解を得られるよう努めなけ

ればならない。また、自治会等の求めがあれば覚書、協定書等（以下、「協定等」という。）

を締結しなければならない。 

２ 前項の協定等には、防災、環境保全及び景観保全等に関する事項その他法令、条例等に定

められた事項等について、計画事業者と自治会等が合意した内容（事業地の場所、防災対策、

水源の保護、発電設備の規模、構造、配置、運転時の安全確保策等、柵塀等の設置とその構

造及び修景、工事内容等、災害時の対応、事業終了時発電設備の撤去とその費用の調達方法、

廃棄物の処理等）を規定するほか、発電事業が譲渡された場合に承継する事業者が当該協定

を履行すべき地位を承継すること等について、規定するものとする。 

３ 計画事業者が自治会等と協定等を締結した後、計画事業者の遂行する計画の内容に変更が
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生じるときは、協定等を締結した自治会等と協議を行わなければならない。 

（事業内容等の事前協議等） 

第９条 事業者は、事業計画の認定申請をする前に、太陽光発電設備設計等事前協議書（様式

第２号）により町長に協議しなければならない。 

２ 町長は、前項に規定する事前協議において必要と認めるときは、事業者に対し、太陽光発

電設備に関する指導通知書（様式第３号）により指導するものとする。 

３ 事業者は、前項に規定する指導に対し行った措置、及びその対処方法等を太陽光発電設備

に関する協議報告書（様式第４号）により町長に報告するものとする。 

４ 町長は、第１項から第３項までの規定による協議が終了したときは、事業者と協定を締結

するものとする。 

５ 事業者は、第１項の規定による町長との事前協議の内容と異なることをしようとするとき

又は第13条の規定に該当するときは、その旨を太陽光発電設備変更届出書（様式第５号）に

より町長に届け出なければならない。 

（協議内容等の履行） 

第10条 事業者は、町長との協議により合意した事項及び第８条の規定により締結した協定

（合意）の内容を誠実に履行しなければならない。 

（届出等） 

第11条 事業者は、発電設備の設置に着手する30日前までに、太陽光発電設備着手届出書（様

式第６号）を町長に届け出なければならない。 

２ 事業者は、発電設備の運転の開始後30日以内に、太陽光発電設備運転開始届出書（様式第

７号）を町長に届け出なければならない。 

３ 町長は、発電設備の運転を開始した年度の翌年度以降、発電設備の管理等について、事業

者に太陽光発電設備管理等報告書（様式第８号）により報告を求めることができる。 

（土地開発及び発電設備の施工等） 

第12条 事業計画の認定済みの事業者（以下この条において「認定事業者」という。）は、防

災、環境保全及び景観保全等に支障がないよう土地開発の施工を行わなければならず、施工

時に、事業地が不適切な場所であることが判明した場合は、不適切な原因を究明した上で適

切な措置を講じなければならない。 

２ 認定事業者は、土地開発及び発電設備の施工に当たり、地域住民の生活環境を損なうこと

のないよう、工事内容について、適切な措置を講じなければならない。 

３ 認定事業者は、発電設備の設置に当たり、発電設備の稼働音が地域住民及び周辺環境に影

響を与えないこと並びに太陽電池モジュールからの反射光が周辺環境を害することがないこ

とを確保するため、適切な措置を講じなければならない。 

４ 認定事業者は、発電設備の設計図書及びしゅん工試験データを含む完成図書を作成し、こ

れを事業終了時まで適切な方法で管理し、保存しなければならない。 

５ 認定事業者は、町長から前項に規定する図書の提出を求められたときは、これを提出しな

ければならない。 

（変更） 

第13条 事業者がＦＩＴ法第10条第１項及び第３項の規定による記載事項の変更をしようとす

るときは、第９条第３項の規定により、次の事項を町長に報告しなければならない。 

(１) 実施しようとする変更の内容 

(２) 当該変更によって事業者の事業内容等がこの要綱の規定に違反するおそれの有無。ま

た、そのおそれがある場合にあっては、適合させるために必要な措置等 

（調査） 
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第14条 町長は、この要綱の施行に必要な限度において、事業者の同意を得て、職員を事業地

内に立ち入らせ、必要な調査をさせることができる。 

（損害の補償） 

第15条 事業者は、発電事業によって第三者に損害を与えた場合、その補償の責めを負わなけ

ればならない。 

（その他） 

第16条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成30年11月1日から施行する。 

（経過措置） 

２ 町長は、平成30年11月１日（以下「施行日」という。）の前日までに、事業計画の認定申

請済み又は認定済の事業者に、この要綱の目的に照らし、必要があると認めるときは、該当

する規定の遵守を求めることができる。 

附 則（令和5年4月25日要綱第37号） 

この要綱は、告示の日から施行する。 


